
別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２　月　 ６　日

組織名称

補職名・氏名令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

T2

T3

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）

T1

T3

１．①移住定住促進補助金の見直し及び定住補助金
の新設。SNS・サポートサイト更新。くまの学校を
活用したイメージ戦略づくり・実施。人口減少地区
における施策の検討。②移住・定住補助金所管課に
よるＷＧで補助金検証。③イベント出展（東京２
回、大阪１回、名古屋１回）
２．企業ヒアリングにより、課題等を整理し、事業
化を検討。関係人口・交流人口の増加に関する研
究。
３．中心市街地の遊休地等活用促進及び宅地開発促
進に関する制度設計。笠原中学校閉校後の再活用事
業として、中京学院大学移転の基本合意することが
できた。

二つの人事重要
計画の策定及び
職員採用

時勢に即した職
員 の 働 き 方 改
革、職員数適正
化及び職員の確
実な採用

１．人財育成基本計画等人事４計画の策定
①職員アンケート実施（5月）・分析、②アンケート等
による課題・論点の整理（8月）、③人事制度改善本部
会議（ＷＧ、改善委員会、本部会議）での議論、④計
画案とりまとめ（12月）
２．第6次定員適正化計画の策定
①保育士配置基準対応、60歳超職員の働き方改革、育
児休業職員増対応等の課題・論点整理（8月）、②各課
ヒアリング（10月）、計画案とりまとめ（１月）
３．職員採用
①実施時期の前倒し（大卒事務４月実施）、②試験内
容の見直し（SPI3、プレゼンテーション試験の導
入）、③欠員職種の随時試験実施

目
標
２

人口減少対策戦
略・市税増収プ
ロジェクト

人口減少緩和へ
の戦略的取組及
び市税増収策の
事業化

１．災害時要配慮者支援
①個別避難計画の作成（800人分）
②福祉避難所における受入訓練
③土砂災害区域追加指定による高齢者福祉施設等26施
設の避難確保計画の作成・避難訓練
④女性等に配慮した避難所改善
２．平時の防災対策
①各地域における防災士の活動支援
②（新設）防災士資格取得補助制度の活用促進
③地区タイムライン等の策定支援
④ハザードマップの更新と全戸配布

１．①②アンケートを実施し、分析。③④ＷＧ・人
事制度本部会議の議論により、目指す職員像・組織
像及び計画実施事業をとりまとめ（２月）。
２．技能労務職、消防士、保育士等について担当課
協議により人員計画案づくり。課長代理級昇格の運
用方針決定。
３．採用活動前倒し実施により、当初計画人員を確
保。その後、欠員が生じた保育士、消防士等の採用
試験実施。SPI3試験の採用、小論文試験をプレゼン
試験に見直し。保育士試験（経験者枠）を面接重視
に見直し。通年採用募集（保育士・土木技術職）。

目
標
５

ＤＸ・デジタル
化の取組充実と
広聴広報の充実

第５次情報化計
画取組によるＤ
Ｘ・デジタル化
の推進及び広聴
広報の充実

１．第５次情報化計画の進捗管理・各課取組への伴走
型支援（通年）
①RPA、ﾛｰｺｰﾄﾞ・ﾉｰｺｰﾄﾞﾂｰﾙによる業務改善の各課導
入、②オンライン申請の拡大、③コンビニ交付システ
ムの環境構築、④生成ＡＩの段階的導入
２．自治体システム標準化への取組（通年）
①対象業務のシステムの作業支援、②ガバメントクラ
ウド環境の構築、③第5次LGWANへの移行
３．情報化推進チーフの研修を中心としたDX人財育成
４．広聴・広報戦略の策定（9月）
５．ホームページとＳＮＳを連携させた広報

１．①窓口BPRﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ立上げ、デジタル庁制度活
用による窓口運用検証実施。庁内DX推進基本方針策
定。RPA等の活用方法研究。②オンライン申請の全
庁的取組方針を決定。1536業務洗出し。ポータルサ
イト開設。③コンビニ交付実施に向けてデータ連携
課題を解消、サービス開始（３月）。④生成ＡＩ利
用を５部署からスタートし、全庁展開。
２．対象課支援、データ通信環境構築、稼働環境テ
スト開始（３月）
３．若手・管理職対象研修計２回実施。
４．広聴広報戦略を策定（3月）。
５．ＳＮＳによる情報発信によりホームページにリ
ンク。

１．①５地区258人作成完了、９地区482人分の年度
内作成完了見込み。②福祉施設開設訓練（１施
設）。③26新規施設及び未策定施設への作成支援通
知し18施設完了。８施設策定支援中。④要配慮者対
応資機材の購入配備。女性防災士意見交換会による
マニュアル等を見直し（３月）。
２．①総合防災訓練で体験コーナーを実施。②出前
講座ほか８月からの岐阜県防災士育成講座申込者に
制度周知。③地区タイムライン作成自治会選定中。
④ハザードマップを更新し、全戸配布（３月）。

目
標
４

地域防災力の
向上

災害時要配慮者
の避難支援や平
時における防災
対策の促進

企画部
部長　桜井康久

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
１．①9次行革大綱の進捗状況をヒアリングで確認
し、完了、引続き取組等に分類。②行革関係で部課
ヒアリングを２巡実施。③④⑥本部会議・懇談会の
議論を通じて、シン行革大綱10としてまとめた（１
月）。⑤12月議会に改正部設置条例を提案し可決。
２．８月に部課ヒアリングを実施。事業精査内容を
庁議に報告。
３．地元区長・振興会、郵便局等と協議。診療所等
の取壊し方針（時期２段階）を決定。
４．次年度予算要求内容から活用事業をリスト化。
５．均等割のみ課税世帯支給、こども加算支給及び
新たなな住民税非課税世帯支給並びに定額減税調整
給付金（税務課との調整業務）を円滑に実施。

目
標
１

行政改革と総
合計画の推進

第10次行革大綱
策定、ファシリ
ティマネジメン
ト及び第８次総
合計画進捗管理

１．第10次行政改革大綱の策定
①9次大綱取組総括（5月）、②各課照会・ヒアリング
と課題・論点の整理（5-7月）、③行革本部及び行革懇
談会での議論 ④組織見直し案まとめ（9月）、⑤改正
部設置条例提案（12月議会）、⑥大綱案まとめ（12
月）
２．第８次総合計画次年度以降実施事業精査（８月）
３．市之倉診療所、分団車庫の施設取り壊しに伴う施
設所管課、地域住民等との調整（通年）
４．デジタル田園都市国家構想交付金の次年度事業の
企画（11月）
５　物価高騰対策臨時交付金事業（9月）

１．移住・定住人口対策（通年）
①第３次人口対策戦略の個別事業実施、②庁内プロ
ジェクトによる情報共有・事業検討、③東京・大阪で
のプロモーション活動
２．マーケティングによる戦略的取組（9月）
①移住・定住人口、交流人口及び関係人口に関して企
業等へのヒアリング、データ分析等、②効果的取組方
針のとりまとめ及び事業化
３．市税増収プロジェクト（関係課との取組）
①再開発促進策、空き家解体・空き地活用促進策の事
業化（9月）
②企業誘致用地確保のための新たな方針検討（3月）

目
標
３



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２　月　 ６　日

組織名称

補職名・氏名令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

T3

T3

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）

目
標
２

秘書業務の確
実かつ迅速な
実施

市長・副市長業
務が円滑に実施
できるよう、秘
書業務の確実か
つ迅速な対応

①市長の個別提案事項等の整理及び関係部署との連絡
調整、実施
②政策課題案件の検討、調整及び実施支援
③市民と市長の意見交換会の開催
④重要政策情報の収集と整理（地元選出国会議員事務
所、関係省庁との連絡調整）
⑤修道院保存プロジェクトの実施及び関係者との事務
調整
⑥議会における議案説明資料の作成

①13校区(5/13～6/28)にて地区懇談会を開催。小学
校区単位の意見交換会は開催希望なし。
②市民討議会(7/21・35名参加)を開催。提言書を市
長あて提出。
③調査及び報告書作成実施。速報を庁議報告
（1/8）
④市長への提言の受理(113件)及び返信を迅速に実
施
⑤漏れのないパブコメ実施を促進(実施72件、不実
施48件)
⑥市民と市長の意見交換会など市民参加機会を周知
PR。ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ(ﾛｺﾞﾌｫｰﾑ)にて意見受理(453件)
⑦ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの受入れ(8/19～8/30・21人)実施及び
カリキュラムでの人事課講義を導入実施

T2

T3

①宮内庁、岐阜県、県警等との連絡調整を図り体制
整備し、お成り業務を適正に実施（10/17～18）
②13市長の参加により本市開催（7/8～7/9）
③議会事務局との調整により取扱基準を見直し
④アドバイザーに代わりサポーターを設置。現アド
バイザーへの周知及び個別説明実施。
⑤市長及び副市長の東京出張随行として活用
⑥県(4/26中津川市)、東海(5/16伊豆市)、全国
(6/12)の各市長会議に出席。⑦日程調整を着実に執
行。⑧国要望(2回)実施。⑨資産公開(7/1)、市長交
際費(毎月)の公表。⑩適宜、情報提供と運用実施。
⑪四季の会(3回)の開催。⑫市制記念表彰及び青少
年表彰を合同開催(8/1)
※Ｍﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ総括として、寄附金受領及び各所説
明。

目
標
５

緊急情報の迅
速な収集・提
供

災害や事故等の
安全安心にかか
る重要情報等の
迅速な提供

①マスコミ等への適切かつ円滑な情報提供（定例記者
会見の開催、随時情報提供）
②情報提供に関する職員研修の実施(11月）
③緊急情報等(災害、事故、事件等）の迅速な収集と対
応
④おりべﾈｯﾄﾜｰｸ及びＦＭPiPiとの連携による情報発信
⑤情報収集、提供のための体制の周知
⑥５S+Sの徹底（市長・副市長室その他執務室の整理整
頓）

①毎月の定例記者会見を円滑に開催。庁内外からの
記者クラブあて情報提供を確実に実施。
②各課広報担当者向け研修会を開催（12/10・
12）。
③7/16、8/30及び9/2の警報及び8/8の南海トラフ地
震臨時注意情報発表時の災対本部設置に当たり、ﾎｰ
ﾑﾍﾟｰｼﾞ等迅速・的確に情報発信
④毎月の動画撮影及び災害時の緊急放送について取
り組みを確認
⑤緊急情報の発信について手順及びﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等への
記載内容を確認
⑥市長及び副市長執務室、付帯会議室等の毎日の整
理整頓を着実に実施

①市長指示事項(修道院、給食試食会、Mﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、
寄附等)を関係他部署との調整により実施。
②市長及び副市長が活用する市政資料等の作成補佐
実施。
③高校・大学生12名の参加により市民と市長の意見
交換会(11/9)を開催。
④地元選出国会議員との連絡関係を構築し、国予算
及び財源情報を収集し庁内共有。
⑤公共施設管理課がリードして進めるよう事務調整
を実施
⑥5月臨時議会、6月・9月・12月・3月本会議におけ
る議案説明資料を適正に作成し、関係者へ配布。各
議会での質疑答弁の取りまとめ、提供実施。

目
標
４

市長の個別政
策事項及び政
策課題案件の
検討と実施支
援

重要な政策情報
を収集整理、個
別政策及び政策
課題案件の確実
かつ迅速な検討
及び実施

市民参加の促
進及び市政Ｐ
Ｒ

地区懇談会（年
1回）、意見交
換会、ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺ
ﾒﾝﾄ、市民討議
会の実施による
市民参加意識向
上と市政PRの実
施

①地区懇談会の開催（13校区・5～6月）と希望する小
学校区単位で地域課題等に対する意見交換会の開催(10
～12月）
②市民ボランティアで構成された実行委員会による市
民討議会の円滑な運営と実行委員会への運営支援
③市民意識調査の実施
④市長への提言の募集と返信（随時）
⑤ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｺﾒﾝﾄの着実な実施徹底とフォローアップ
⑥その他各種市民参加制度実施への働きかけ
⑦ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの受入れ（8月）、ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ情報の職員採
用事務への活用

企画部秘書広報課
課長　近藤　信介

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
1.広聴広報戦略
①現状分析と課題を洗い出しを実施済み。
②広報経験者会議(9/12・12/23)により戦略の意見
聴取
③・④・⑤「理念」「戦略」で基本重点戦略及び取
組をとりまとめ、完成。
2.情報発信の強化
①②広聴広報戦略に方針及び取組をまとめ
③Lorcleの継続利用について庁議報告(9/25)
④ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを介してﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施（R7.3)
⑤共同事業者を選定し、編集・印刷実施（R7.3）
⑥LINEのサンプルを導入し試行、広聴広報戦略の中
で活用方針を明記
⑦毎月の適正発行実施

目
標
１

ホームページ
のリニューア
ルと魅力的な
市政情報の提
供

広聴広報戦略の
策定と戦略に基
づく広聴広報活
動及び市内外に
向けたデジタル
情報発信の強化

1.広聴・広報戦略の策定(9月)
①現状分析と課題の洗い出し(5月),②広聴広報経験者
による意見交換会の実施(5月),③ターゲットの分析と
媒体の特定(6月),④基本戦略と重点戦略、具体的な取
組の決定(8月),⑤庁議決定(9月)
2.情報発信の強化
①公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ再構築の方針まとめ(9月),②SNSの活用
促進(ﾌｫﾛﾜｰ数の増、広報たじみの連携を強化),③民間
事業者による情報発信ｱﾌﾟﾘの利用促進と継続実施の協
議(8月),④ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの外部評価（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ）の実施（3
月）,⑤「暮らしの便利帳(2025年版)」の編集・印刷(3
月),⑥多治見市公式LINEの導入,⑦広報たじみの発行
(毎月)

①国際陶磁器ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙに関する事務(10月)
②東海若手市長の会の総会開催(7月)
③激励金の運用見直し
④市政アドバイザーの更新と制度見直し
⑤岐阜県東京事務所派遣職員の活用
⑥岐阜県・東海・全国市長会事務全般
⑦市長・副市長の確実な日程調整
⑧国・県等への要望活動及び市への陳情等の調整・対
応
⑨市長の資産公開（7月）及び市長交際費の執行と公表
⑩市長活動日記「市長の部屋」の運用
⑪四季の会の運営
⑫叙勲褒章受章祝賀会の開催(8/1)と内容の見直し

目
標
３



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２  月   ６  日

組織名称

補職名・氏名

①地域と連携し、個別避難計画の作成優先者1900人
中、800人作成（通年）
②避難行動要支援者名簿への登載意向調査と名簿更新
の実施、避難支援関係者への配付と活用促進（3月）
③女性、子ども、外国人等の要配慮者に対する避難支
援、防災設備等の充実（通年）
④福祉避難所における要配慮者避難受入れ体制の整備
⑤土砂災害区域の追加指定により作成が必要となった
26施設の避難確保計画作成及び避難訓練実施の支援
（通年）
⑥出前講座の積極的な実施等による要配慮者自身の防
災意識及び防災行動力の向上（通年）

①総合防災訓練の実施（9/7養正小：第1区から第6区）
②防災士の会と連携し、例会等で防災士の知識・技術
の向上を図り、順次、地域防災活動への参画支援（通
年）
③防災士資格取得補助制度活用促進（通年）
④地域特性を踏まえた地域独自の防災計画（地区ﾀｲﾑﾗｲ
ﾝ、地区防災計画）の策定支援（通年）
⑤自主防災組織支援事業補助金の活用促進（通年）、
自主防災組織モデル地区の指定と活動支援、地域防災
力向上セミナーの実施による地域の防災リーダー育成
（2月）
⑥ハザードマップの更新と全戸配布、活用による地域
の災害リスク情報の周知（通年）

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
①5地区258人作成完了、9地区482人作成中で年度内
完了を支援、全期間合計15地区581人作成完了
②新たな要支援対象者(2,112名)への意向調査11月
発送し完了、R6年度名簿の配布完了
③女性等の要配慮者に対する資機材を女性防災士で
検討、TYK体育館に整備。避難所運営マニュアルは
資機材整備を踏まえて見直し実施予定、外国籍向け
防災講座2/23開催
④福祉施設対象の開設訓練1/28実施
⑤新規施設26施設及び未策定施設へ作成支援通知を
送付、18施設完了、8施設策定支援中
⑥要配慮者自身の防災意識及び防災行動力の向上に
重点を置き随時実施中(70件、受講人数3,684人)

目
標
１

①6/17市内6箇所を選定し関係部署及び警察機関と
の現地調査及び検討会を実施し情報共有済み
②危険ブロック塀14件、延べ256ｍ除去
③防災倉庫、市之倉、南ケ丘中完成、追加資機材を
購入収納して更新完了
④女性等の視点を踏まえた避難所運営の検討会を4
回実施、県補助を活用し資機材整備、全59倉庫の検
実施(6,7月)、不備物品等対応済み
⑤防災教育実施を支援、根本小、精華小、市之倉
小、小泉小、北陵中、小泉中、南姫中、南ケ丘中、
笠原中で防災授業を地域の防災士と連携実施
⑥指定避難所、指定緊急避難場所の適正管理運営を
実施

①防災会議、次年度4月開催に向け準備
②8/20県図上訓練に東濃中核市として参画
③燃料供給に関する協定締結2件（11/8済、2月下旬
予定）、有用な防災協定の締結交渉実施
④災対本部訓練（風水害6/18、地震11/15）、情報
伝達訓練4/26、避難所訓練6/18、水防訓練6/9、規
律訓練（11月）、災害情報訓練6/14
⑤能登半島地震の対応課題を4月に整理、対策を踏
まえBCP及び受援計画の見直し11月改訂
⑥ﾀｲﾑﾗｲﾝ検討会の開催7/10、ﾀｲﾑﾗｲﾝ運ｽﾃｰｼﾞⅠ
8/23、ｽﾃｰｼﾞⅡ8/30、幹事会(5、8月)、ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ2月
⑦7/16高齢者等避難を発令、8/8南海ﾄﾗﾌ本部会議運
営、ﾓﾆﾀｰ購入し災対本部訓練で活用

目
標
４

庁内防災体制
の強化

庁内における平
時の備えの強化
と有事の対応力
向上

①防災行政無線の適正運用（通年）
②防災行政無線設備の更新整備、R6年度は親局を更新
し、情報連携機能の強化とLINEの導入（R7年度末）
③緊急メール、防災アプリの普及啓発（通年）
④ケーブルテレビ、FMピピ、市ホームページ等を介し
た防災情報の発信（通年）
⑤全国瞬時警報システムの適正運用（通年）
⑥重点リモートセンシングの適正運用（通年）
⑦被害情報集約ｼｽﾃﾑ、被災者支援ｼｽﾃﾑ、安否情報ｼｽﾃ
ﾑ、県防災ｼｽﾃﾑの適正運用（通年）
⑧地震速報端末、特設公衆電話の適正運用(通年)

目
標
２

地域の防災意
識と防災行動
力の向上

平時における地
域の防災対策を
促進し災害発生
時の被害を軽減

①防災会議の開催（10月）
②国民保護関連業務（国民保護協議会、国民保護計画
修正、避難訓練）の適正実施（3月）
③民間企業等との有用な防災協定の締結（通年）
④災対本部訓練(風水害5月、地震11月)、情報伝達・参
集訓練(4月)、避難所訓練(6月)、水防訓練(6月)、規律
訓練(6月)、災害情報訓練(9月)の実施
⑤能登半島地震の支援派遣及び課題整理を踏まえた各
種防災マニュアルの更新（通年）
⑥ﾀｲﾑﾗｲﾝ検討会の開催（6月）とﾀｲﾑﾗｲﾝの運用、ﾀｲﾑﾗｲﾝ
防災国民会議への参画（通年）
⑦災害時の災対本部運営、機能強化ためﾓﾆﾀｰ導入（8
月）

目
標
５

防災・減災環
境の整備

災害発生リスクの
低減と災害対応
設備、資機材の
充実

①災害危険箇所の選定、関係機関との合同調査及び減
災対策の実施（6月）
②危険ブロック塀除去補助金の活用促進（通年）
③更新計画に基づき防災倉庫2基（市之倉、南ケ丘中）
の更新及び適正管理（3月）
④県補助金等を活用し、女性の視点による防災資機材
の新規購入、定期点検及び不備対応（3月）
⑤小中学校教諭等による防災教育実施の支援（通年）
⑥指定避難所、指定緊急避難場所の指定及び適正な管
理運営（通年）

目
標
３

①随時適正に管理
②親局及び遠隔装置更新完了、現在子局更新中、
LINEと情報連携調整作業中
③おとどけセミナー、広報紙、ホームページ他機会
あるごとに普及啓発を随時実施中、総合防災訓練で
特設ブースを設置して啓発
④災害時の避難情報発令、熱中症予防対策他多岐に
わたる情報提供を随時実施中、FMピピと7/18緊急放
送訓練、9/7総合防災訓練で生中継を実施
⑤随時適正に管理、年4回のテストの実施
⑥市内8か所のカメラ、6か所の雨量計を適正に管理
⑦平時の訓練実施、有事には適正に運用中
⑧随時適正に管理、災害時には適宜運用中

T2

T3

①9/7養正小学校区を対象に実施。総参加者数300人
②役員会4回、例会5回を実施。総合防災訓練で体験
ｺｰﾅｰを担当、7/19美濃東部防災強化ネットワーク会
議を開催し近隣市町の防災士と連携強化
③資格取得1人補助、出前講座ほか岐阜県防災士育
成講座申込者に制度周知し補助制度活用促進
④第１区の地区タイムライン作成
⑤14団体から補助申請、活用を促進。自主防ﾓﾃﾞﾙ地
区26区サポート完了、32区支援を継続実施中、地域
防災力向上ｾﾐﾅｰ2/1,2に開催
⑥ハザードマップ3月完成予定で更新中、完成後全
戸配布、おとどけｾﾐﾅｰ等機会あるごとに災害リスク
情報の普及啓発を実施

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）

T3

確実かつ適正
な防災情報の
伝達

防災情報の適切
な発信と確実な
伝達による被害
の軽減

T3

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

企画部企画防災課
令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート 防災担当課長　安藤　信

災害時要配慮
者支援策の強
化

地域や関係機関
との連携による要
配慮者支援体制
の充実



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２　月　 ６　日

組織名称

補職名・氏名令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

T3

T3

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）

目
標
２

人 口 減 少 対
策・移住定住
の推進、くま
のがっこう子
育ち応援プロ
ジェクト

人口対策中期戦
略の進捗管理、
くまのがっこう
プロジェクトの
実施

１　第8次総合計画等の進行管理
①事業評価委員会による評価(7月)
②市議会による総計検証への対応(8月)
③総合戦略、強靭化計画の進行管理
２　第9次行政改革大綱の推進
①進捗管理シートの取りまとめ(6月)
②市民向け文書の発送回数の見直し
③国の動向を踏まえた各種事務・申請手続きの電子化
等に向けた情報収集
④わかりやすい予算書の作成
３　企業版ふるさと納税の収入強化
①ホームページへの広告掲載
②民間事業者の活用

1 ①実績報告(33事業･562,642千円) ②実績報告
(862,384千円)ｷﾞﾌﾄｶｰﾄﾞ③送付(確認書1,819通･周知
1,601通)､支給(1,772世帯･177,200千円) ④送付
(ﾌﾟｯｼｭ599通､確認書76通)､支給(こども683世帯･
59,800千円) ⑤送付(確認書1,270通･周知1,573通)､
支給 (1,185世帯 ･ 128,250千円 ) ⑥申請書送付
(19,769件)､申請(14,317件､596,820千円)､⑤･⑥で
はLogoﾌｫｰﾑによる電子申請を導入 ※R6補正予算分
は1/24専決処分､3月支給予定､推奨ﾒﾆｭｰはR7で実施
予定 2 ①実績報告(5事業､49,557千円)､R6申請(推
進 4事業67,590千円､実装 3事業21,228千円)4/22庁
議報告 ②推進ﾀｲﾌﾟ 人口対策･ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ事業(宅地開
発､土地高度利用､こどもﾌｪｽﾀ)､実装ﾀｲﾌﾟHP更新､SMS
通知､電子回覧板を申請。

T2

T2

1 ①②移住支援WG3回､支援金制度検証､戦略室会議
11回､関係･交流人口増加対策ﾋｱﾘﾝｸﾞ､新施策研究､検
討､人口減少地区の研究,定住支援金の新設､移住支
援金の見直し ③SNS広告配信(8/26～9/22､9/9～
10/6)､ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ放映(駅北庁舎･南北通路･総合
庁舎･ｲｵﾝﾓｰﾙ土岐(おうちNavi)､移住フェア大阪
(7/20)東京(9/20･21)､名古屋(10/5)､ﾊｳｽﾒｰｶｰ訪問78
社(土岐､豊田､春日井､刈谷) ④東京圏(相談5件)､県
外支援金(受付18件､相談73件）⑤近隣大学への
PR(4/19)､働こﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(5/18)､Mﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ検討､R7事
業を予算計上 2 ①子育ち応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(まなびﾊﾟｰｸ
10/1～31)､こどもﾌｪｽﾀ出演､子育ち応援ｷｬﾌﾟﾃﾝ任命
式(3/8予定) ②子育ちﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄをHP､広報でPR

目
標
５

政策形成、総
合調整

政策形成の各種
会議の開催、と
りまとめ、指定
管理者制度総括

①政策会議、調整会議の開催
②政策法務委員会案件等の事前相談・助言、開催
③政策課題説明会の開催（月1回）
④指定管理者制度の総括、総合評価手法の見直し
⑤各種広域行政の推進（広域連携、産官学連携、核融
合科学研究所）
⑥組織横断事案の調整及び関係課協議開催
⑦新規施策や事業の調査研究、調整
⑧権限移譲の調整
⑨５Ｓ＋Ｓの推進

①調整・政策会議(21回)､議題提出支援
②政策法務委員会(4回)､10件を付議
③政策課題説明会(10回)､説明者支援
④担当者会議3回(5/7 7/17 9/3)総合評価庁議報告
(8/13)、非公募要件等の制度見直し(規則改正11/1
施行)､大規模更新、債務負担行為内容精査､副市長ﾋ
ｱﾘﾝｸﾞ実施､庁議提案(1/20)
⑤広域行政事務組合､核融研との各種会議出席
⑥行革関係(し尿処理､たじみまつり､負担行為他)
⑦移住支援金の検討､総合計画基本計画事業の変更
(7/30事業評価委員会)
⑧移譲事務の受入れ調査､回答(8/28)
⑨５Ｓ＋Ｓの実施

1 ①事業評価委員会(7/31)
②決算特別委員会分科会にて実施(9/2～9/4)
③現時点での変更なし
2 ①庁議報告(6/3)､事業評価委員会(7/30)、総計ﾋｱ
(8/2～8/16)10事業(18.2％)
②ｼｮｰﾄﾒｰﾙによる他市事例を研究､水道部において導
入を検討、ﾃﾞｼﾞ田交付金を活用予定
③書かない窓口を導入､ﾃﾞｼﾞ田交付金を活用
④配布部数を検証250部を100部に削減
3 ①制度概要等を掲載 寄付額(1/6現在 21件26,200
千円)
②1社と委託契約 実績額(1件2,000千円)

目
標
４

計画の進行管
理と推進

第8次総合計画
及び第9次行政
改革大綱の進行
管理

物価高騰対策
とデジタル田
園都市国家構
想交付金関係
事務

低所得者支援及
び定額減税一体
支援事業の実施
とデジタル田園
都市国家構想交
付金事業の実施

１　物価高騰対策
①地方創生臨時交付金等の実績報告(4月)
②重点支援地方交付金の申請、実績報告
③均等割のみ課税世帯への給付（4月受付、7月終了）
④こども加算の給付（5月受付、7月終了）
⑤新たな住民税非課税等となる世帯への給付（こども
加算含む）（8月受付、9月終了）
⑥定額減税に伴う調整給付（8月受付、9月終了）
２　ﾃﾞｼﾞﾀﾙ田園都市国家構想交付金
①前年度事業報告、現年度事業の申請(4月)
②次年度事業の選定

企画部企画防災課兼人口対策戦略室

課長　皆元　健一

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
1 ①ｼﾝ行革大綱10 基礎調査 第1弾組織4/12､第2弾ｼ
ｺﾞﾄ改革ほか5/15､事業費調査6/21､｢ここがﾍﾝ｣6/25
② R5実績照会､庁議報告(6/3)事業評価委員会
(7/31)､行革引継確認(7/9～8/1)③④行革WG7回､本
部7回､専門10回､行革懇談会4回⑤第1弾組織5/10～
5/20､第2弾行革7/9～7/26⑥機構改革(庁内ﾋｱ2巡以
外に福祉､建設部門等との調整等を実施委)関連条例
は12月議会可決､大綱案ﾊﾟﾌﾞｺﾒ12/19～1/20､窓口BPR
への取組､検証(12月)､報告会3月政策課題説明会
2 ①ｶｲｾﾞﾝ募集､事例を庁議報告(5/8)､R5優良事例を
横展開､照会実施(8月)②上半期まとめ庁議報告
10/22、最終報告は2月③職員提案募集を庁議報告4
件(10/22)④最終報告にあわせ報奨者を選考

目
標
１

第10次行革大
綱の策定によ
るＴＸ(多治見
市役所ﾄﾗﾝｽﾌｫｰ
ﾒｰｼｮﾝ)と健全
な財政運営の
実施

行 革 大 綱 の 策
定、カイゼン・
職員提案の取り
まとめ、報奨

１　行政改革大綱の策定
①事務事業総点検や提案募集（4月）
②第9次行政改革の総括
③庁内広報による情報共有
④庁内ＷＧや行革懇談会での検討
⑤ﾋｱﾘﾝｸﾞによる事業費の削減、組織見直し（8・9月）
⑥業務の効率化、意思決定ｽﾋﾟｰﾄﾞ向上、大綱案の策
定、ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ（10～2月）
２　ｶｲｾﾞﾝや職員提案の募集
①ｶｲｾﾞﾝ提案を横展開 ②ｶｲｾﾞﾝ提案の取りまとめ、庁
議報告（12月）③職員自由提案の随時対応 ④すべて
の提案から選定し報奨（3月）

１　人口減少対策・移住定住の推進
①第3次人口対策中期戦略の実施
②ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑによる政策検証、本市のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ・関
係・交流人口等各種調査研究から新たなﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦
略、人口減少対策施策のとりまとめ・実施
③ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ事業
移住ﾌｪｱ・ｲﾍﾞﾝﾄへの出展、動画公開、広告掲載、ﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞ、ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑの更新等の周知活動
④移住支援金による支援
⑤大学等PR（働こﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等、地元雇用促進）
２　くまのがっこう子育ち応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
①図書館と連携した事業展開(11月)
②ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの充実（関連事業の紹介）

目
標
３



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２　月　 ６　日

組織名称

補職名・氏名

１.①ｱﾝｹｰﾄ実施（6月）し分析、ＷＧ5回開催
②新たに職員の行動指針を作成、目指す職員像及び
組織像を見直し、計画を策定（2月）
③④⑤⑥⑦人事課及びＷＧにおいて実施事業を協
議、人事4計画に掲載
⑤ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材確保について民間事業者から情報収集
⑥障がい者雇用について就労支援事業者から情報収
集、障がい者枠の職員募集（3人）
２.①本部会議へ報告（6月）
②育児休業、病気休暇、障がい者雇用などに関する
情報提供・相談（随時）

目
標
１

人事諸制度・し
くみづくり

人事４計画（人
財育成・次世代
育成支援・女性
活躍推進・障が
い者活躍推進）
の事業実施

１.人事4計画の策定（3月）
①職員ｱﾝｹｰﾄ実施、ＷＧ開催、計画策定
②時代の変化を見据えた「目指す職員像」の見直し
③60歳超職員の役割・働き方の整理（ｾｶﾝﾄﾞｷｬﾘｱ支援の
研究）
④新本庁舎での「新しい働き方」に対応する職員研修
の検討
⑤ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材の確保及び育成方針の決定
⑥障がい者など多様な人財が働く職場環境の研究
⑦資格・免許等の取得を支援した職員の活用
２．計画事業の実施
①現計画の実績評価（6月）
②育児休業等に関する情報提供・相談（随時）

人事課
課長　水野　琢也

①組織目標難易度調整会議（5月）、新任部課長研
修（4月）、達成度確認会議（2月）
②勤勉手当支給（6月・12月）、管理職昇任試験
（12月）、総括主査級昇任試験（2月）
③勧告内容の研究及び課題整理（9月）
④期末勤勉手当支給時に減税（6月）
⑤毎週水曜日に庁内放送、水曜日の時間外勤務者
者・勤務理由を確認
⑥各種事務を適正に執行、会計年度任用職員に勤勉
手当支給開始（6月～）
⑦職員相談を最優先で対応（通年）
⑧職員の名札見直し、私有自動車公務使用許可事務
の見直し

①ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸの実施（9月）、ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ研修（12月）
②新規採用職員の面談（11月）、心身不調者と随時
面談、産業医・精神科医と連携しサポート
③病気休職者の復職及び復職後の支援（2名）、長
期休職者との定期面談
④未受診者に対し勧奨（随時）
⑤支援の必要度が高い職員を選出し事業開始（9
月）
⑥ｳｫｰｷﾝｸﾞ大会開催（3月予定）
⑦委員会4回開催、共栄保育園巡視（7月）、文化財
保護ｾﾝﾀｰ巡視（11月）、空調服の導入（6月）
⑧委員会4回開催
⑨多治見市民病院と協力し接種実施

目
標
４

職員の健康管理
の推進及び職場
環境の改善

安全衛生・福利
厚生等の職員に
関する事業の推
進

目
標
３

①人事・給与に関する届出のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化等による事務の
効率化（12月又はR7予算計上）
②年末調整事務のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化等による事務の効率化（12
月又はR7予算計上）
③ｶｲｾﾞﾝによる時間外縮小・年休12日以上取得促進
④月45時間超時間外勤務の検証
⑤研修計画に基づいた研修の着実な実施
⑥新規研修の実施及び効果検証
⑦次年度の研修計画の策定
⑧自主研修ｸﾞﾙｰﾌﾟの活性化
⑨会計年度任用職員の勤勉手当支給月数及び給与改定
の遡及適用に関する研究

目
標
２

定員適正化計画
に基づく人財確
保・職員配置

定員適正化計画
に基づいた人財
の確保並びに各
課要望及び職員
育成を考慮した
職員配置

①ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸによる高ｽﾄﾚｽ者等への対応及び課長へのﾌｨｰ
ﾄﾞﾊﾞｯｸ（9～3月）
②新規採用職員等、心身不調者のｻﾎﾟｰﾄや管理職と連携
強化し新たな心身不調者の発生抑制（通年）
③職員職場復帰支援（個別ｹｰｽ会議、病休開始時・復帰
後のﾌｫﾛｰの強化）
④健康診断要精検者への受診勧奨強化（通年）
⑤特定保健指導（健康づくりﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）実施（9月）
⑥親睦会との連携による元気向上事業の実施(12月）
⑦安全衛生委員会の開催(専門家を招聘した職場巡視を
含め年５回以上）、空調服の導入
⑧職員懲戒審査委員会（年４回開催）
⑨職員のｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防ﾜｸﾁﾝ接種の実施

目
標
５

目標管理制度の
着実な実施・活
用及び給与の適
正な支払等

目標管理制度の
着実な実施及び
給与制度の着実
な運用その他適
正な人事管理

①組織目標設定及び成果評価の実施並びに庁内評価基
準の調整(5月、2月)、新任部課長研修(4月）
②勤務評定結果に基づく昇格・昇給・勤勉手当支給
③人事院勧告に基づく給与改定事務(12月)
④職員の定額減税の実施
⑤ノー残業デー等の徹底で職員健康管理意識の向上
⑥給与支給、会計年度任用職員任用事務、共済・福利
厚生、服務事務、法定調書作成の確実適正な執行
⑦職員相談への対応(通年)
⑧自課の業務改善、5S＋Sの推進（通年）

１.第6次定員適正化計画の策定〈3月）
①各課ﾋｱﾘﾝｸﾞの実施、計画策定
②保育士の配置基準見直しへの対応
③定年延長による60歳超職員の増加への対応
④育児休業代替職員の慢性的な不足への対応
２.確実な職員採用
①採用試験の前倒し実施（4・7・9月）
②試験方法の見直し（SPI3、ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ試験の導入）
③障がい者法定雇用率（2.8％）の達成（3月）
３.人財を生かす人事異動
①各課ﾋｱﾘﾝｸﾞの実施（9・1月）
②役職定年対象者の増に対応した昇格者決定
③現業職の採用再開に伴う職種転換試験の検証

①通勤届、研修報告等をﾃﾞｼﾞﾀﾙ化（LOGOﾌｫｰﾑ）（2
月）、給与明細のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を研究（費用対効果がな
いため導入見送り）、旅行命令事務の簡略化（9
月）
②LOGOﾌｫｰﾑとRPAによる事務効率化を研究（外部委
託等は費用対効果がないため導入見送り）、RPAソ
フト購入（3月予定）、業務ﾌﾛｰの見直し（12月）
③④随時検証し、該当課長と面談
⑤⑥研修計画に従い着実に実施
⑦新たな人事4計画を踏まえ計画策定（3月予定）
⑧2グループ活動
⑨他団体の状況を踏まえ現状維持、R7給与改定に向
け準備、勤務評定（9月・1月）

T2

T3

１.①②ﾋｱﾘﾝｸﾞ結果を基に職種毎の定員計画案を策
定
③他団体の情報収集、ｷｬﾘｱを生かす人員配置
④採用試験の通年実施、採用要件の緩和
２.①通年で試験実施、欠員に速やかに対応、公務
員志望者に特化したﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄを活用し人材獲得
②SPI3の導入（応募者数2.9倍）、民間経験者採用
試験の見直し、内定者との個別相談
③法定雇用率達成（2.86％）
３.①各課ﾋｱﾘﾝｸﾞ実施（9月・1月）、警察OBの採用
②運用方針決定（8月）
③不実施の方針決定

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）

T3

働き方改革及び
人財育成

時間外の縮減、
研修計画の実施
及び会計年度任
用職員制度の運
用

T3

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２　月　 ６　日

組織名称

補職名・氏名

１．基幹系業務システムの運用管理（通年）
①基幹系システムの円滑な更新・運用（口座振替、コン
ビニ収納、共通電算帳票購入を含む）
２．文書管理・財務会計、グループウェア、インター
ネット系システムの運用管理（通年）
①庁内LANパソコンの調達・更新、②Officeライセンス
の購入及び更新方法の検証
３．庁内ネットワーク環境の運用管理
①ｾｷｭﾘﾃｨ対策を考慮したWiFi環境の方針決定、②ネット
ワーク接続変更方針決定（情報スーパーハイウェイ、北
消防署、笠原小学校）、③駅北庁舎無停電電源装置の更
新
４．第５次LGWANへの移行作業（12月）
５．岐阜情報スーパーハイウェイ運用管理

1.①運用定例会開催(毎月)、口座振替データの新転送
処理開始(4月)、金融機関統廃合対応(３機関)、基幹
業務端末一部入替(9月)
2.運用定例会開催(毎月)、WINDOWS11切替のためシス
テム改修実施(9月補正、12月完了)①無線LAN対応庁内
PC130台調達(10月)②Microsoft 365 Apps購入(6月)、
自治体情報セキュリティ向上プラットフォームを利用
した認証環境構築(12月)
3.①取組方針の政策決定(8/13)②環境調査・整理(9
月)、通信コスト縮減接続へ転換方針決定(12月)③仕
様見直し機器調達入替(3月)
4.移行経費補正計上(6月)、接続環境構築作業･切替(2
月)
5.適切に運用管理を実施

目
標
３

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
1.①全関係課と進捗支援協議を開始(7月)、全体説明
会を経てFit＆Gap支援業務をスタート(住民税、国
保、収滞納)(11月)②ＡＷＳ利用方針決定（6月)、
データ・通信環境構築(2月)、稼働環境テスト開始(3
月予定)。
2.①自治大学校特別セミナー参加(8月)、外部人材活
用の研修実施(若手育成、管理職意識醸成)②全庁的取
組拡大に着手(1536手続調査：9月)、ポータルサイト
開始（12月）③人事手続きでの検証実施④業者契約
(住民記録、税情報連携)(7月)、データ課題を解決し
稼働(3月予定)⑤導入・効果が高い5部署から運用開始
(7/1)し、全庁希望者に展開⑥Q&Aメンテナンス作業実
施(8月)
3.実行計画を各課照会を実施（5月）、タブレット端
末導入ペーパーレス化を推進(3月予定)

目
標
１

ＤＸの総合的
な推進

情報化計画の進
捗管理と自治体
DX（デジタル・
トランスフォー
メーション／デ
ジタル技術活用
に よ る 業 務 変
革）の推進

1.自治体システム標準化に向けた準備作業（通年）
①対象業務システム関係課作業支援（滞納、個人住民
税、法人住民税、国民健康保険のFit＆Gapの支援等）、
②ガバメントクラウド環境の構築
2.自治体DXの推進（通年）
①職員向けDX人財育成研修の実施、②オンライン申請の
拡大（各課導入支援）、③RPA（入力作業等の自動化）
の活用推進（各課導入支援）、④コンビニ交付システム
の環境構築（各課導入支援）、⑤生成AIの段階的な活
用、⑥AIチャットボットの運用支援
3.第５次情報化計画の進捗管理（通年）

企画部デジタル推進課
課長　柳生光則

1.①新庁舎建設を踏まえて、DXに関わるアンケート調
査等を実施し、検討WG(4回開催)、関係課長会議(2回)
を経て、「庁舎ＤＸ推進基本方針」を策定(12月)②
ネットワーク機器調査を実施（1月）
2.①訓練計画の作成(9月)、駅北庁舎停電時に模擬訓
練実施(10月)、全庁BCPの見直しに合わせICT-BCPの策
定後初の見直しを実施（2月）②庁議開催支援(25回：
1月末時点)、各課へZOOM等利用環境を提供
3.セミセルフレジ（市民課）、書かない窓口（市民
課）、上下水道システム（上下水道課）、母子保健DX
（保健センター）支援等（約20の個別システムの他、
建設事業の支援）

T2

T3

T3

目
標
２

業務システム
の円滑な運用

基幹系(住民情
報)、庁内LAN系
(文書管理・財務
会計・グループ
ウエア等)、イン
ターネット系(仮
想デスクトップ)
の円滑な運用と
管理

目
標
５

目
標
４

他 課 と の 連

携・支援

新庁舎建設の検
討における情報
インフラ検討支
援及び他課への
その他のシステ
ム的な支援

安全、安心で
確実な情報セ
キュリティ対
策

職員向け研修や
国の「地方自治
体における情報
セキュリティポ
リシーに関する
ガイドライン」
への対応等

１．研修・監査の実施（通年）
①システム利用職員向けセキュリティ研修の実施、②セ
キュリティ外部監査及び各課自主点検の実施
２．情報セキュリティポリシーの見直し（通年）
３．情報セキュリティインシデントの把握・分析及び被
害拡大防止等を迅速に行う「CSIRT」に向けた体制等の
整備（通年）
①情報セキュリティマネジメント資格の取得推奨、②実
践的サイバー防御演習等の着実な受講
４．人事異動等に伴う利用者権限の適切な付与。庁内資
産管理システム及びネットワーク監視システムの適正な
運用（通年）
５．岐阜県情報セキュリティクラウド運用管理

1.①研修対象に合わせた講習を開催(5講座)。全職員
研修ではeラーニングを実施(10月～12月：750名受講)
②全部署自主点検を実施(12月実施)、10部署を指定し
外部監査実施(予備調査12月、監査1月)
2.国の改正ガイドラインと整合を図り改正(3月実施予
定)
3.緊急時行動規程に基づくCRIRT体制を研究
①継続して推奨②eラーニングでサイバー攻撃演習受
講（11月～1月）
4.年次異動に伴う適切な切換えを実施(4月)、機構改
革に伴うネットワーク環境を修正(2月)し、随時適正
に処理
5.適切に実施

（目標設定） （成果）

1.①マイナンバー条例改正を提案(5月議会、3月議会)
②改版に伴うシステム改修実施(7月)③適切に実施。
運用状況を情報化推進会議へ報告(7月)④ぴったり
サービスの拡充（火災予防19手続追加)、オンライン
申請ポータルサイトへ統合(12月)⑤PIA（特定個人情
報保護評価）評価見直しに係る各課への情報提供・国
への修正報告(1月)
2.おとどけセミナー(3回)、公的個人認証内部監査(6
月)
3.国の「デジタル活用支援推進事業」を活用して福祉
課と連携による障害者向け講座開催(5月申請、10月開
催)
4.執務室等の整理整頓

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ制度へ
の対応

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ制度とそ
の関連施策への
対応

１．マイナンバー制度への対応（通年）
①法改正及び必要に応じた例規改正
②国のデータ標準レイアウト改版への対応
③中間サーバープラットフォーム運用管理
④マイナポータル（子育て・介護等オンライン申請）の
運用支援
⑤関係課への情報提供・運用支援
２．マイナンバーカード取扱支援
３．情報格差対策（高齢者等向けデバイド対策講座な
ど）
４．5S+Sの推進（通年）

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度

１．新庁舎及び駅北庁舎における情報インフラのあり方
のとりまとめ（通年）
①新庁舎建設事務局との協議
②本庁舎の情報機器等の確認
２．業務の継続性を確保するための方策等（通年）
①非常時における通常業務の継続性を担保するための
ICT-BCP《初動版》の維持及び模擬訓練の実施
②リモート会議等に係る他課への支援
３．他課へのその他のシステム的な支援（通年）

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート

T2

組織目標兼管理職個人目標



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２　月　 ６　日

組織名称

補職名・氏名

＜兼務比率記載欄＞
８０：２０

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
公共施設管理課
課長　杉村　哲也

組織目標兼管理職個人目標
達成度

実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目
標
１

市之倉地域の
公共施設整備
計画の具体化

公共施設適正配
置計画に基づく
施設統廃合等の
推進

１.市之倉診療所、分団車庫の施設取り壊しに伴う施設
所管課、地域住民等との調整
①市之倉公民館敷地有効活用の検討、地元説明
②市民課と連携し市之倉事務所の郵便局への業務移
管、地区事務所建物の取扱いに関する地域との調整
③機能統合に係る施設所管課等との調整
④市之倉公民館施設修繕に関する施設所管課等との調
整、R7改修費予算計上の支援
２.施設所管課等と連携し、市之倉小学校の減築、エレ
ベータ増設等準備

1.①解体時期の庁内調整、地元説明会（10/23）、
市之倉振興会協議を実施。R7解体、公民館駐車場と
して当面借用②③関係課との調整実施。郵便局現地
確認(6/12)、業務移管決定（7/29庁議）。東海郵
政、関係郵便局長との調整実施。地元区長・振興会
協議、全協(8/20)、市之倉評議員会(8/23)、市之倉
地区説明会（10/23）実施。取壊方針をまとめ担当
課予算計上。
④関係課と調整実施し、R7予算に屋根・外壁修繕設
計委託費計上
2.市之倉小減築は教育委員会、市之倉公民館エレ
ベータは文化スポーツ課と継続協議中。市之倉小減
築と市之倉公民館エレベータは当面実施しない方針

T2

標題

①地元でアンケート分析、パネルディスカッション
（1/18）を受け地元から方針が出る予定
②子ども支援課による児童館駐車場の対応、公売に
向け地籍調査登記準備のため各課調整、備品片付け
等の支援を実施
③さわらび学級移転候補地として教育推進課、教育
相談室の希望を把握。子ども支援課（今後の旭ケ丘
保育園対応）方針を見極め
④公売(6/3～6)、開札(6/7)売却成立
⑤庁内会議でなかよし建物付公売、ひまわり建物解
体し活用する方針確認(8/28)。12月議会で子ども支
援課測量費予算計上、R7年度測量登記準備

T2

目
標
３

公共施設マネ
ジメントの推
進

公共施設マネジ
メントの推進に
かかる計画の着
実な実行、公民
連携事業の推進

①「PFI手法優先的検討規程」の策定、公民連携事業
（PPP/PFI事業）の調査研究（通年）
②包括施設管理に関する調査研究（通年）
③学校施設の有効活用、統廃合等将来構想作成の支援
④公共施設マネジメントの観点での施設統廃合、転
用、減築等の調査研究（通年）
⑤公共施設白書の更新（10月）
⑥公共施設カルテの更新（通年）

① 庁 議 (4/22) 、 優 先 的 検 討 規 程 策 定 ・ 施 行
（7/1）、政策課題説明会での周知（7/8）、PPPPFI
研修、官民連携セミナー等受講（16回）
②行革事業として小中学校校務員業務関係の包括管
理について提案
③教育総務課・教育推進課のヒアリング実施
（1/8）、学校施設統廃合等将来課題について情報
交換実施
④WEB会議・研修会出席、他市先進事例研究を実施
⑤基礎資料整理(7月)、白書作成(8月)、庁議を経て
公表（10月）
⑥カルテ更新各課依頼(5月)、更新後公共施設白書
に内容反映、更新（10月）。工事記録を随時更新

T3

目
標
２

第二次公共施
設適正配置計
画の推進

公共施設適正配
置計画に基づく
施設の統廃合等
の推進及び跡地
活用の検討

①かさはら福祉センター方針決定に向けた支援
②笠原児童館、診療所移転後の財産（土地、建物）活
用に関する支援
③明和幼稚園閉園後の跡地活用に関する支援
④旧大畑調理場、食器洗浄センターの対応支援
⑤旧発達支援センター「なかよし」「ひまわり」の財
産活用（土地、建物）に関する支援

目
標
４

他部署と連携
した施設の方
針等の策定

施設所管課と連
携した施設方針
の着実な実施支
援

①バロー文化ホール等太陽光発電施設の設置に伴う調
整支援
②養正交流センター整備工事関係課支援、坂上児童館
改修予算計上支援、南坂上公園遊具設置工事支援
③北署移転に係る工事、暗渠、跡地活用に関する支援
④旭ケ丘保育園のこども園化に係る支援
⑤小泉・北野保育園に係る土地取得等支援
⑥滝呂事務所、郵便局に係る調整支援
⑦三の倉市民の里の機能見直し支援
⑧本庁舎基本計画作成に関する支援

①担当課と連携し、設置に伴う課題整理、庁内協議
(2回)。文スポ課で不実施決定
②2区、公民館を考える会との覚書について全協付
議(4/19)。第2区、公民館を考える会との打合せ(7
回)
③④⑥関係課との協議、支援
⑤近隣土地所有者の移転進捗確認、順調に推移
⑦地球村民間譲渡に向け関係者協議、調整。庁議に
より譲渡方針決定、全協説明（12/23）。大規模保
全工事内容を調整
⑧本庁舎市民委員会での情報収集(6/4)、新本庁舎
のVFM試算実施

T3

目
標
５

公共施設長寿
命化の推進

公共施設長寿命
化計画に基づく
公共施設の適正
管理の推進、支
援。公共施設等
整備検討委員会
の運営

①公共施設等整備検討委員会の運営（５、９月開催）
②大規模保全事業の選定（長寿命化計画に基づく予防
保全工事含む）（５～10月）
③公共施設の適切な保全の推進（点検マニュアルを活
用した施設管理者への指導助言（通年）
④日常点検研修会の開催（４月）
⑤５S＋Sの徹底（通年）

①各課照会、検討資料とりまとめ、委員会の開催
(5/8）。９月書面開催
②各課からの対象事業を精査、62件を選定。庁内会
議において特別施策枠として施設のLED化を決定、
R7予算計上
③随時適切な保全の推進に向け、施設管理者への助
言を実施
④施設の日常点検にかかる研修会開催(4/23・24）
⑤カイゼンの取組みなどを通じて５S+Sを実施

T3

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２　月　 ６　日

組織名称

補職名・氏名

＜兼務比率記載欄＞
２０　：　８０

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
企画部
課長（政策担当）杉村　哲也

組織目標兼管理職個人目標
達成度

実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目
標
１

特命案件の庁
内外との調整

特命案件事業を
進めるため、庁
内及び関係機関
との連携・調整

①市長、副市長による特命事案への対応
②市税増収プロジェクト会議の運営と各課調整
③市内施設跡地等の有効活用

①大学誘致について、中京学院大学と協議・調整を
重ね、笠原中学校跡地へキャンパス一元化移転の方
針を決定。2月21日基本合意書締結式を実施し、今
後正式協議を進めることとした。修道院の対応方針
についてWG、MTGを立ち上げ検討、関係先との調整
実施
②市税増収プロジェクト会議の開催、各課との調整
を実施し、施策原案とりまとめ。補助要綱案作成、
パブコメ実施、事業費新年度予算計上
③笠原中学校跡地活用準備として、土地、建物の測
量、鑑定、登記のための継続費について補正予算計
上、契約締結（12月）

T1

標題

①政策会議に参加し、庁内諸課題を把握。必要に応
じて課員との調整等を実施
②政策法務委員会に出席し、庁内諸施策を把握、検
討実施
③市長ヒアリング（予算、総合計画等）に出席し、
庁内諸施策の実施状況を把握
④市長副市長指示事業のとりまとめと進捗管理 T3

目
標
３

目
標
２

庁内政策合意
プロセスへの
参画

政策合意過程へ
参画し、諸課題
等を把握し、事
業の円滑遂行

①政策会議への参加
②政策法務委員会への参画
③市長ヒアリング（予算、総合計画ほか）への参画
④市長副市長指示事業のとりまとめと進捗管理

目
標
４

目
標
５

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）


